
働
き
方
改
革
の
考
え
方

働
き
方
改
革
の

受
け
止
め
方

　
そ
れ
で
も
、
各
企
業
は
働
き
方
改
革
を
実

施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
が
現
状
だ
。
も

し
、
働
き
方
改
革
に
乗
り
遅
れ
た
ら
、
企
業

は
ど
う
な
る
だ
ろ
う
？
　
求
人
が
今
以
上
に

き
つ
く
な
り
、
退
社
す
る
社
員
が
増
え
、
残
っ

た
社
員
の
労
働
時
間
は
増
え
る
と
い
う
悪
循

環
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
、

働
き
過
ぎ
社
員
を
雇
用
す
る
こ
と
が
、
企
業

に
と
っ
て
メ
ン
タ
ル
面
で
の
リ
ス
ク
を
高
め
る

こ
と
に
な
り
、
自
社
の
イ
メ
ー
ジ
が
ダ
ウ
ン
し

て
い
く
こ
と
に
な
る
。

　
そ
こ
で
、
自
問
自
答
し
て
も
ら
い
た
い
。

コ
ン
ビ
ニ
・
フ
ァ
ミ
レ
ス
は
24
時
間
営
業
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
？
　
宅
配
の
時
間
指

定
や
再
配
達
は
必
要
な
の
か
？
　
な
に
し
ろ
、

政
府
と
大
企
業
主
導
で
「
プ
レ
ミ
ア
ム
フ
ラ

イ
デ
ー
」
ま
で
実
施
す
る
世
の
中
に
な
っ
て

い
る
。「
働
き
方
改
革
」
は
「
ラ
イ
フ
ス
タ
イ

ル
改
革
」
で
あ
り
、
そ
の
「
ラ
イ
フ
ス
タ
イ

ル
改
革
」
は
、
自
社
の
「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
変
革
」で
あ
り
、要
す
る
に「
働
き
方
改
革
」

は
「
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
創
る
」
こ

と
を
企
業
に
要
求
し
て
く
る
。

お
わ
り
に

　「
働
き
方
改
革
」
の
名
の
も
と
に
、
有
給

休
暇
の
完
全
消
化
、
男
性
社
員
の
育
児
休
業

取
得
促
進
等
、「
働
か
な
い
こ
と
は
良
い
こ
と

だ
!!
」
と
言
わ
ん
ば
か
り
の
報
道
が
目
に
付

く
。
本
来
の
「
働
き
方
改
革
」
は
、
元
々
我

が
国
の
「
雇
用
制
度
改
革
」
と
い
う
、
大
き

な
デ
ザ
イ
ン
の
内
の
ひ
と
つ
で
し
か
な
く
、
整

理
解
雇
基
準
の
法
制
化
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー

エ
グ
ゼ
ン
プ
シ
ョ
ン
の
導
入
、
外
国
人
労
働

者
の
受
入
れ
、
学
び
直
し
機
会
の
充
実
等
の

雇
用
制
度
改
革
と
同
時
に
実
施
す
る
べ
き
も

の
で
あ
る
。「
働
き
過
ぎ
は
良
く
な
い
が
、
働

く
こ
と
は
良
い
こ
と
だ
!!
」
と
い
う
価
値
観

を
創
り
上
げ
る
こ
と
が
、
我
が
国
が
目
指
す

雇
用
制
度
改
革
な
の
だ
。
国
民
受
け
す
る「
働

き
方
改
革
」
だ
け
で
は
な
く
、
今
後
を
見
据

え
た
我
が
国
の
雇
用
制
度
改
革
の
論
議
を
進

め
て
も
ら
い
た
い
も
の
で
あ
る
。

　
ま
ず
は
、「
残
業
は
　す
る
な
こ
れ
だ
け

や
っ
て
お
け
」
を
改
善
す
べ
く
、
一
番
取
り
入

れ
や
す
い
「
ノ
ー
残
業
デ
ー
」
か
ら
始
め
て

み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
。
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行
動
計
画
が
示
し
た
具
体
的
改
革

O
E
C
D
加
盟
諸
国
の

労
働
生
産
性

（
2
0
1
5
年
／

　35
カ
国
比
較
）

京
都
府
民
の
週
労
働
時
間
60
時
間
以
上
の

雇
用
者
割
合
は
全
国
で
3
番
目
に
多
い

京
都
府
民
で
、
週
60
時
間
以
上
働
く
者
の
割
合
は

年
齢
計
で
11
・
1
%
あ
り
、
東
京
都
、
北
海
道
、

に
次
ぎ
、全
国
で
３
番
目
に
多
い
。男
性
に
つ
い
て
は
、

15
〜
19
歳
を
除
き
す
べ
て
の
年
齢
層
で
全
国
平
均

を
上
回
り
、
25
〜
44
歳
で
2
割
を
超
え
、
30
代
前

半
で
は
25
%
に
達
し
て
い
る
。

女
性
に
つ
い
て
は
、
25
〜
29
歳
で
12
・
6
%
と

特
に
高
く
な
っ
て
お
り
、
他
の
年
齢
層
で
も
概
ね

全
国
平
均
を
上
回
っ
て
い
る
。

現
状
の
把
握

　
そ
の
働
き
方
改
革
の
内
で
も
最
大
の
テ
ー
マ

で
あ
る
「
労
働
時
間
」
に
つ
い
て
京
都
の
現
状

を
見
て
み
よ
う
。
資
料
２
の
よ
う
に
、
京
都

府
で
は
、
週
60
時
間
以
上
働
く
者
の
割
合
は

11
・
1
％
（
年
齢
計
）
で
あ
り
、
東
京
都
、

北
海
道
に
次
ぎ
、
全
国
で
３
番
目
に
多
い
現
状

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
働
き
方
改
革
が
進
む

と
労
働
時
間
が
減
り
、
労
働
生
産
性
の
低
下

が
心
配
さ
れ
る
が
、
そ
の
現
状
は
、
資
料
３

の
通
り
、
日
本
は
必
ず
し
も
高
い
と
は
言
え
な

い
。
O
E
C
D
加
盟
35
カ
国
の
内
22
位
で
、

1
位
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
48
％
、
3
位
ア
メ
リ
カ

の
61
%
の
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

　「
残
業
は
　す
る
な
こ
れ
だ
け
　や
っ
て
お
け
」

こ
れ
は
2
月
に
発
表
さ
れ
た
今
年
の
サ
ラ

リ
ー
マ
ン
川
柳
の
一
句
。

　
今
や
社
会
現
象
と
な
っ
た
「
電
通
問
題
」。

そ
れ
に
呼
応
し
た
よ
う
に
発
表
さ
れ
た
、
昨

年
12
月
20
日
の
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
（
案
）」、
そ
し
て
今
年
3
月
28
日

に
発
表
さ
れ
た
「
行
動
計
画
」。
残
る
政
府

の
手
続
き
は
、
残
業
規
制
に
つ
い
て
の
労
働

基
準
法
（
時
間
外
協
定
特
段
条
項
の
最
大

可
能
時
間
を
月
間
1
0
0
時
間
未
満
と
す
る

等
）
改
正
と
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
に
つ
い
て

の
労
働
契
約
法
・
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
・

労
働
者
派
遣
法
に
つ
い
て
の
該
当
条
文
の
改

正
に
な
っ
て
く
る
。

　
さ
て
、「
行
動
計
画
」
は
資
料
１
の
よ
う

に
11
項
目
あ
り
、
働
き
方
改
革
は
各
企
業
、

特
に
中
小
企
業
に
は
待
っ
た
な
し
の
課
題
と

な
っ
て
き
た
。
具
体
的
に
は
、
テ
レ
ワ
ー
ク
、

兼
業
・
副
業
、
限
定
正
社
員
制
度
、
最
低
賃

金
1
0
0
0
円
、
イ
ン
タ
ー
バ
ル
規
制
等
を
、

各
社
が
採
用
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
自
社

な
り
の
判
断
が
必
要
に
な
っ
て
く
る
。

１ 

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

２ 

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
ク

３ 

米
国

４ 

ノ
ル
ウ
ェ
ー

５ 

ス
イ
ス

６ 

ベ
ル
ギ
ー

７ 

フ
ラ
ン
ス

８ 

オ
ー
ス
ト
リ
ア

９ 

オ
ラ
ン
ダ

10 

イ
タ
リ
ア

11 

デ
ン
マ
ー
ク

12 

ド
イ
ツ

13 

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

14 

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

15 

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

16 

ス
ペ
イ
ン

17 

カ
ナ
ダ

18 

英
国

19 

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

20 

イ
ス
ラ
エ
ル

21 

ギ
リ
シ
ャ

22 

日
本

23 

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

24 

ス
ロ
ベ
ニ
ア

25 

チ
ェ
コ

26 

韓
国

27 

ポ
ル
ト
ガ
ル

28 

ス
ロ
バ
キ
ア

29 

ポ
ー
ラ
ン
ド

30 

ハ
ン
ガ
リ
ー

31 

ト
ル
コ

32 

エ
ス
ト
ニ
ア

33 
ラ
ト
ビ
ア

34 
チ
リ

35 

メ
キ
シ
コ

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均

京都
全国

年
齢
計

15
〜
19
歳

20
〜
24

25
〜
29

30
〜
34

35
〜
39

40
〜
44

45
〜
49

50
〜
54

55
〜
59

60
〜
64

過労働時間60時間以上の雇用者割合（男）

％
％
％
％
％
％

％

京都
全国

年
齢
計

15
〜
19
歳

20
〜
24

25
〜
29

30
〜
34

35
〜
39

40
〜
44

45
〜
49

50
〜
54

55
〜
59

60
〜
64

％
％
％
％
％
％

過労働時間60時間以上の雇用者割合（女）

％

1.  非正規雇用の処遇改善

2.  賃金引上げと労働生産性向上

3.  長時間労働の是正
4.  柔軟な働き方の環境整備
5.  女性・若者の活躍を促す環境整備
6.  病気の治療と仕事の両立

7.  子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労

8.  転職・再就職支援
9.  教育環境の整備

10.高齢者の就業促進

11.外国人材の受入れ

同一労働同一賃金の導入
最低賃金1,000円へ向け年率３％程度の引き
上げ
罰則付き時間外労働の上限規制導入
兼業・副業を推進、テレワークの推進
就職氷河期世代の支援、学び直しの機会拡充
トライアングル型支援等の推進
保育士・介護職員の待遇改善
介護離職ゼロへの支援充実
雇用吸収力、付加価値の高い産業への就職支援
誰にでもチャンスのある奨学金制度の創設
定年延長への助成
65歳以降の継続雇用
政府自らが総合的な検討開始
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そ
れ
で
も
、
各
企
業
は
働
き
方
改
革
を
実

施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
が
現
状
だ
。
も

し
、
働
き
方
改
革
に
乗
り
遅
れ
た
ら
、
企
業

は
ど
う
な
る
だ
ろ
う
？
　
求
人
が
今
以
上
に

き
つ
く
な
り
、
退
社
す
る
社
員
が
増
え
、
残
っ

た
社
員
の
労
働
時
間
は
増
え
る
と
い
う
悪
循

環
に
追
い
込
ま
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
し
て
、

働
き
過
ぎ
社
員
を
雇
用
す
る
こ
と
が
、
企
業

に
と
っ
て
メ
ン
タ
ル
面
で
の
リ
ス
ク
を
高
め
る

こ
と
に
な
り
、
自
社
の
イ
メ
ー
ジ
が
ダ
ウ
ン
し

て
い
く
こ
と
に
な
る
。

　
そ
こ
で
、
自
問
自
答
し
て
も
ら
い
た
い
。

コ
ン
ビ
ニ
・
フ
ァ
ミ
レ
ス
は
24
時
間
営
業
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
の
か
？
　
宅
配
の
時
間
指

定
や
再
配
達
は
必
要
な
の
か
？
　
な
に
し
ろ
、

政
府
と
大
企
業
主
導
で
「
プ
レ
ミ
ア
ム
フ
ラ

イ
デ
ー
」
ま
で
実
施
す
る
世
の
中
に
な
っ
て

い
る
。「
働
き
方
改
革
」
は
「
ラ
イ
フ
ス
タ
イ

ル
改
革
」
で
あ
り
、
そ
の
「
ラ
イ
フ
ス
タ
イ

ル
改
革
」
は
、
自
社
の
「
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
変
革
」で
あ
り
、要
す
る
に「
働
き
方
改
革
」

は
「
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
創
る
」
こ

と
を
企
業
に
要
求
し
て
く
る
。

お
わ
り
に

　「
働
き
方
改
革
」
の
名
の
も
と
に
、
有
給

休
暇
の
完
全
消
化
、
男
性
社
員
の
育
児
休
業

取
得
促
進
等
、「
働
か
な
い
こ
と
は
良
い
こ
と

だ
!!
」
と
言
わ
ん
ば
か
り
の
報
道
が
目
に
付

く
。
本
来
の
「
働
き
方
改
革
」
は
、
元
々
我

が
国
の
「
雇
用
制
度
改
革
」
と
い
う
、
大
き

な
デ
ザ
イ
ン
の
内
の
ひ
と
つ
で
し
か
な
く
、
整

理
解
雇
基
準
の
法
制
化
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー

エ
グ
ゼ
ン
プ
シ
ョ
ン
の
導
入
、
外
国
人
労
働

者
の
受
入
れ
、
学
び
直
し
機
会
の
充
実
等
の

雇
用
制
度
改
革
と
同
時
に
実
施
す
る
べ
き
も

の
で
あ
る
。「
働
き
過
ぎ
は
良
く
な
い
が
、
働

く
こ
と
は
良
い
こ
と
だ
!!
」
と
い
う
価
値
観

を
創
り
上
げ
る
こ
と
が
、
我
が
国
が
目
指
す

雇
用
制
度
改
革
な
の
だ
。
国
民
受
け
す
る「
働

き
方
改
革
」
だ
け
で
は
な
く
、
今
後
を
見
据

え
た
我
が
国
の
雇
用
制
度
改
革
の
論
議
を
進

め
て
も
ら
い
た
い
も
の
で
あ
る
。

　
ま
ず
は
、「
残
業
は

　す
る
な
こ
れ
だ
け

や
っ
て
お
け
」
を
改
善
す
べ
く
、
一
番
取
り
入

れ
や
す
い
「
ノ
ー
残
業
デ
ー
」
か
ら
始
め
て

み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
。
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資料3

行
動
計
画
が
示
し
た
具
体
的
改
革

O
E
C
D
加
盟
諸
国
の

労
働
生
産
性

（
2
0
1
5
年
／

　35
カ
国
比
較
）

京
都
府
民
の
週
労
働
時
間
60
時
間
以
上
の

雇
用
者
割
合
は
全
国
で
3
番
目
に
多
い

京
都
府
民
で
、
週
60
時
間
以
上
働
く
者
の
割
合
は

年
齢
計
で
11
・
1
%
あ
り
、
東
京
都
、
北
海
道
、

に
次
ぎ
、全
国
で
３
番
目
に
多
い
。男
性
に
つ
い
て
は
、

15
〜
19
歳
を
除
き
す
べ
て
の
年
齢
層
で
全
国
平
均

を
上
回
り
、
25
〜
44
歳
で
2
割
を
超
え
、
30
代
前

半
で
は
25
%
に
達
し
て
い
る
。

女
性
に
つ
い
て
は
、
25
〜
29
歳
で
12
・
6
%
と

特
に
高
く
な
っ
て
お
り
、
他
の
年
齢
層
で
も
概
ね

全
国
平
均
を
上
回
っ
て
い
る
。

現
状
の
把
握

　
そ
の
働
き
方
改
革
の
内
で
も
最
大
の
テ
ー
マ

で
あ
る
「
労
働
時
間
」
に
つ
い
て
京
都
の
現
状

を
見
て
み
よ
う
。
資
料
２
の
よ
う
に
、
京
都

府
で
は
、
週
60
時
間
以
上
働
く
者
の
割
合
は

11
・
1
％
（
年
齢
計
）
で
あ
り
、
東
京
都
、

北
海
道
に
次
ぎ
、
全
国
で
３
番
目
に
多
い
現
状

と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
働
き
方
改
革
が
進
む

と
労
働
時
間
が
減
り
、
労
働
生
産
性
の
低
下

が
心
配
さ
れ
る
が
、
そ
の
現
状
は
、
資
料
３

の
通
り
、
日
本
は
必
ず
し
も
高
い
と
は
言
え
な

い
。
O
E
C
D
加
盟
35
カ
国
の
内
22
位
で
、

1
位
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
の
48
％
、
3
位
ア
メ
リ
カ

の
61
%
の
水
準
と
な
っ
て
い
る
。

　「
残
業
は
　す
る
な
こ
れ
だ
け
　や
っ
て
お
け
」

こ
れ
は
2
月
に
発
表
さ
れ
た
今
年
の
サ
ラ

リ
ー
マ
ン
川
柳
の
一
句
。

　
今
や
社
会
現
象
と
な
っ
た
「
電
通
問
題
」。

そ
れ
に
呼
応
し
た
よ
う
に
発
表
さ
れ
た
、
昨

年
12
月
20
日
の
「
同
一
労
働
同
一
賃
金
の
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
（
案
）」、
そ
し
て
今
年
3
月
28
日

に
発
表
さ
れ
た
「
行
動
計
画
」。
残
る
政
府

の
手
続
き
は
、
残
業
規
制
に
つ
い
て
の
労
働

基
準
法
（
時
間
外
協
定
特
段
条
項
の
最
大

可
能
時
間
を
月
間
1
0
0
時
間
未
満
と
す
る

等
）
改
正
と
、
同
一
労
働
同
一
賃
金
に
つ
い
て

の
労
働
契
約
法
・
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
法
・

労
働
者
派
遣
法
に
つ
い
て
の
該
当
条
文
の
改

正
に
な
っ
て
く
る
。

　
さ
て
、「
行
動
計
画
」
は
資
料
１
の
よ
う

に
11
項
目
あ
り
、
働
き
方
改
革
は
各
企
業
、

特
に
中
小
企
業
に
は
待
っ
た
な
し
の
課
題
と

な
っ
て
き
た
。
具
体
的
に
は
、
テ
レ
ワ
ー
ク
、

兼
業
・
副
業
、
限
定
正
社
員
制
度
、
最
低
賃

金
1
0
0
0
円
、
イ
ン
タ
ー
バ
ル
規
制
等
を
、

各
社
が
採
用
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
自
社

な
り
の
判
断
が
必
要
に
な
っ
て
く
る
。
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過労働時間60時間以上の雇用者割合（女）

％

1.  非正規雇用の処遇改善

2.  賃金引上げと労働生産性向上

3.  長時間労働の是正
4.  柔軟な働き方の環境整備
5.  女性・若者の活躍を促す環境整備
6.  病気の治療と仕事の両立

7.  子育て・介護等と仕事の両立、障害者の就労

8.  転職・再就職支援
9.  教育環境の整備

10.高齢者の就業促進

11.外国人材の受入れ

同一労働同一賃金の導入
最低賃金1,000円へ向け年率３％程度の引き
上げ
罰則付き時間外労働の上限規制導入
兼業・副業を推進、テレワークの推進
就職氷河期世代の支援、学び直しの機会拡充
トライアングル型支援等の推進
保育士・介護職員の待遇改善
介護離職ゼロへの支援充実
雇用吸収力、付加価値の高い産業への就職支援
誰にでもチャンスのある奨学金制度の創設
定年延長への助成
65歳以降の継続雇用
政府自らが総合的な検討開始
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